
　2021年６月１日現在の企業等数は367万４千企業で、産業大分類別にみると「卸売業，小売業」
（全産業の20.1％）が最も多くなっています。2020年の売上（収入）金額は1702兆201億円で、
産業大分類別にみると「卸売業，小売業」（同28.3%）が最も多くなっています。

　産業大分類別に従業者数の男女別の構成比をみると、男性は「電気・ガス・熱供給・水道業」が
85.7％と最も高く、女性は「医療，福祉」が71.8％と最も高くなっています。

注　集計結果は速報値
資料：経済センサス‐活動調査結果

注　集計結果は速報値
資料：経済センサス‐活動調査結果

産業大分類別企業等数（2021年）、売上高（2020年）

企業等数及び売上高は「卸売業，小売業」が最多

産業大分類、男女別従業者数の構成比（2021年）
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　個人企業（個人経営の事業所）について、
2020年の都道府県別１企業当たりの年間売
上高をみると、愛知県が1480.9万円と最も
多く、次いで大阪府、福岡県、奈良県などと
なっています。一方、北海道が977.0万円と最
も少なく、次いで鳥取県、福島県、愛媛県など
となっています。

資料：個人企業経済調査結果

都道府県別１企業当たりの年間売上高（2020年）

個人企業の年間売上高は愛知県が1480.9万円と最も多い
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サービス産業の売上高対前年比（2021年）

サービス産業の売上高は0.4％の増加

サービス産業の売上高対前年同月比の推移（2022年１月～12月）

2022年の各月は売上高対前年同月比の増加が継続

　2021年各月のサービス産業の売上高の平均は30兆3461億円となり、前年と比べると0.4％の増加となっています。産業
大分類別にみると、「運輸業，郵便業」（前年比3.4％増）など７産業で増加となっています。一方、「宿泊業，飲食サービス業」（同
11.7％減）など２産業で減少となっています。

　2022年１月以降のサービス産業の売上高の対前年同月
比は、月によって新型コロナウイルス感染症の再拡大があっ
たものの、増加が継続しました。特に、2022年５月は３年ぶり
に行動制限のない大型連休があり、売上高の対前年同月比は
「サービス産業計」で8.3％増となりました。産業中分類別にみ
ると、「航空運輸業，郵便業」は同115.1％増、「宿泊業」は同
68.8％増、旅行業を含む「その他の生活関連サービス業」は

同48.3％増となっています。一方、新型コロナウイルス感染症
の影響がなかった2019年と比較すると、旅行業を含む「その
他の生活関連サービス業」の売上高の対2019年同月比は
42.4％減、「飲食店」は同28.1％減となっており、旅行や外食
等の需要は新型コロナウイルス感染症発生前の水準に戻っ
ていないことがうかがえます。

資料：サービス産業動向調査結果

注　2022年10月～12月は速報値
資料：サービス産業動向調査結果
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女性研究者数（実数）及び女性の割合の推移（2011年度～2021年度）

日本の女性研究者数は過去最多

　2021年度の日本の研究費は1803億
ドルとなっています。主要国（G７、中国、
韓国及びロシア）と比較すると、アメリカ、
中国に次ぐ３番目の規模となっています。

　日本の女性研究者数（実数）は、2022
年３月31日現在、17万5400人で、前年
度と比べ5.5％の増加となり、過去最多を
更新しています。また、研究者全体に占め
る女性の割合は17.8％で、前年度と比べ
0.4ポイントの上昇となり、過去最高を更
新しています。

注１　研究費は、OECD購買力平価（OECD「Main 
　　 Science and Technology Indicators」）
　　 により換算
注２　日本の研究費は、「大学等」の研究費のうち
　　 「人件費」について、文部科学省「大学等における
　　 フルタイム換算データに関する調査」から得られた
　　 フルタイム換算係数を用いて換算
注３　日本以外は暦年
資料：日本は科学技術研究調査結果、他国はOECD
　　 「Main Science and Technology Indicators」

注１　各年度末現在の値
注２　単位未満を含む数値で計算を行っているので、
　　 表章数値による計算とは一致しない場合がある。
資料：科学技術研究調査結果

主要国における研究費の推移（専従換算値）
（OECD購買力平価換算 2011年度～2021年度）

日本の研究費は主要国の中で３番目

研究者に占める女性の割合（　右目盛）
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